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11 月市長記者会見 

 



月　日 曜日 開始時間

9:00 代表質問受付開始（8:30）

10:30

9:00

13:00 代表質問(大項目)締切（16:00）

15日 水 一般質問受付開始（8:30）

16日 木

17日 金

18日 土

19日 日

20日 月

21日 火

22日 水

23日 木

9:00   議会運営委員会

議運終了後

25日 土

26日 日

27日 月

28日 火

9:00

本会議終了後

30日 木 休会

12月1日 金 〃

2日 土 〃

3日 日 〃

4日 月 〃

5日 火 9:00

9:00

本会議終了後

7日 木 9:00

8日 金 9:00

9日 土 休会

10日 日 〃

11日 月 9:00

12日 火 〃

13日 水 〃

14日 木 休会

15日 金 〃

16日 土 〃

17日 日 〃

18日 月 〃

19日 火 （9:00）

9:00

本会議終了後

令和５年(2023年) 可児市議会第５回定例会（12月）　会期日程
会期　22日

備　　　　考

　正副委員長会議

  総務企画委員会

  建設市民委員会

  教育福祉委員会

全国市長会
中濃十市議会議長会議議員研修会（14：00）

可茂地域議長会議員研修会（10：00）

代表質問・一般質問締切（11:00）

一般質問最終執行部提出（10:00） 一般質問通告一覧表はとりまとめ後公表

請願・陳情受付締切（正午）
招集告示
議運・全協打合せ（13：30）

勤労感謝の日

  議会全員協議会

 議案配布（8:30） 

次第書打合せ（13：00）

　本会議（開会・提案）

　広報部会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議案質疑、委員会質疑締切（正午）

教育委員会表彰式

次第書打合せ（13：00）

　本会議（一般質問）

　本会議（一般質問）

  広聴部会

　本会議（一般質問予備日）

　予算決算委員会

　総務企画委員会

　建設市民委員会

　教育福祉委員会

討論締切（正午） 議運（予備日）打合せ（13：00）

　議会運営委員会（予備日）　　　　　　　　　 議運・次第書打合せ（13時又は議運終了後）

　本会議（委員長報告・採決・閉会）

　議会運営委員会

11月13日 月
※執行部の出席
を求められるこ
とがあります。14日 火 全国市長会

24日 金

29日 水

※全ての一般質問終了後、議案質疑
及び議案付託を行います。　6日 水

20日 水
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令和５年（2023年）第５回可児市議会定例会提出議案説明書 

 

議案第77号  令和５年度可児市一般会計補正予算（第７号）について 

議案第78号  令和５年度可児市一般会計補正予算（第８号）について 

 

議案第79号  可児市農業集落排水事業の地方公営企業法の適用に伴う関係条例の整備に

関する条例の制定について 

 

 (1) 制定趣旨 

   農業集落排水事業に地方公営企業法を適用すること等に伴い、関係する条例を改正

するもの。 

 (2) 制定内容 

【第１条】可児市部設置条例の一部改正 

 【第２条】水道部の分掌事務について、「下水道事業」を「個別排水処理施設管理

事業」に改める。 

【第２条】可児市特別会計条例の一部改正 

 【第１条】「可児市農業集落排水事業特別会計」を廃止する。 

【第３条】可児市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部改正 

「市長」を「管理者」に、「規則」を「規程」に改める。 

【第４条】可児市農業集落排水事業分担金徴収条例の一部改正 

「市長」を「管理者」に、「規則」を「規程」に改める。 

【第５条】可児市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正 

 【第１条第１項】地方公営企業法の規定を全部適用する下水道事業の定義を「公共

下水道事業及び農業集落排水事業」に改める。 

 【第２条第３項】公共下水道事業における計画処理人口、計画処理区域面積及び計

画１日最大処理水量について改める。 

 【第２条第４項】農業集落排水事業における計画処理区域、計画処理人口、計画処

理区域面積及び計画１日最大処理水量について規定する。 

 【第５条】地方自治法の条項にずれが生じることに伴い、引用条項を改める。 

【第６条】可児市公共下水道等処理区域外流入分担金徴収条例の一部改正 

【第５条、第６条】読み替え規定を削る等規定を整理する。 

 (3) 施行日／令和６年４月１日 

 

議案第80号  可児市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

 (1) 改正趣旨 

   国家公務員の給与改定に準じて、一般職の特定任期付職員の給料表及び期末手当の

支給率を改定するもの。 
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 (2) 改正内容 

【第９条】特定任期付職員の期末手当の支給率を引き上げる。 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 

期末手当 

1.65 1.65 3.30 

改 定 後 

期末手当 

1.70 1.70 3.40 

【別表】特定任期付職員の給料月額を引き上げる。 

                                   単位：円 

 １号給 ２号給 ３号給 ４号給 ５号給 ６号給 

改 定 前 376,000 422,000 472,000 533,000 608,000 710,000 

改 定 後 380,000 427,000 477,000 539,000 615,000 718,000 

 (3) 施行日／令和６年４月１日 

 

議案第81号  可児市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 (1) 改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職職員の期末手当及び勤勉手当の支給率をそ

れぞれ年間0.05月分引き上げることに伴い、市議会議員の期末手当の支給率を年間0.1

月分引き上げるもの。 

 (2) 改正内容 

【第４条第２項】期末手当の支給率を引き上げる。 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 2.2 2.2 4.4 

改 定 後 
令和５年度  （第１条関係） 2.2 2.3 4.5 

令和６年度以後（第２条関係） 2.25 2.25 4.5 

 (3) 施行日／公布の日（第１条による改正後の規定は、令和５年12月１日から適用す

る。） 

第２条の規定は、令和６年４月１日 

 

議案第82号  可児市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

 (1) 改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職職員の期末手当及び勤勉手当の支給率をそ

れぞれ年間0.05月分引き上げることに伴い、常勤の特別職職員の期末手当の支給率を

年間0.1月分引き上げるもの。 
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 (2) 改正内容 

【第５条第２項】期末手当の支給率を引き上げる。 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 2.2 2.2 4.4 

改 定 後 
令和５年度  （第１条関係） 2.2 2.3 4.5 

令和６年度以後（第２条関係） 2.25 2.25 4.5 

 (3) 施行日／公布の日（第１条による改正後の規定は、令和５年12月１日から適用す

る。） 

第２条の規定は、令和６年４月１日 

 

議案第83号  可児市職員の給与支給に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 (1) 改正趣旨 

国家公務員の給与改定に準じて、一般職職員の給料表、初任給調整手当並びに期末

手当及び勤勉手当の支給率を改定するとともに、新型インフルエンザ等対策特別措置

法の改正に伴い改正するもの。 

 (2) 改正内容 

  ① 期末手当及び勤勉手当の支給率を改定するもの（第１条、第３条関係） 

【第21条第２項、第３項、第22条第２項第１号、第２号】一般職職員の期末手当及

び勤勉手当の支給率を引き上げる。 

 

＜定年前再任用短時間勤務職員以外の職員＞ 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 

期末手当 
1.2 

（1.0） 

1.2 

（1.0） 

2.4 

（2.0） 

勤勉手当 
1.0 

（1.2） 

1.0 

（1.2） 

2.0 

（2.4） 

改 定 後 

令和５年度 

（第１条関係） 

期末手当 
1.2 

（1.0） 

1.25 

（1.05） 

2.45 

（2.05） 

勤勉手当 
1.0 

（1.2） 

1.05 

（1.25） 

2.05 

（2.45） 

令和６年度以後 

（第３条関係） 

期末手当 
1.225 

（1.025） 

1.225 

（1.025） 

2.45 

（2.05） 

勤勉手当 
1.025 

（1.225） 

1.025 

（1.225） 

2.05 

（2.45） 

                          （   ）内は特定管理職員 
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＜定年前再任用短時間勤務職員＞ 

                                   単位：月 

 ６月 12月 年計 

改 定 前 

期末手当 
0.675 

（0.575） 

0.675 

（0.575） 

1.35 

（1.15） 

勤勉手当 
0.475 

（0.575） 

0.475 

（0.575） 

0.95 

（1.15） 

改定後 

令和５年度 

（第１条関係） 

期末手当 
0.675 

（0.575） 

0.7 

（0.6） 

1.375 

（1.175） 

勤勉手当 
0.475 

（0.575） 

0.5 

（0.6） 

0.975 

（1.175） 

令和６年度以後 

（第３条関係） 

期末手当 
0.6875 

（0.5875） 

0.6875 

（0.5875） 

1.375 

（1.175） 

勤勉手当 
0.4875 

（0.5875） 

0.4875 

（0.5875） 

0.975 

（1.175） 

                          （   ）内は特定管理職員 

  ② 給料表を改定するもの（第２条関係） 

【別表第１～別表第３】若年層に重点を置き、給料月額を引き上げる。 

  ③ 初任給調整手当の月額を改定するもの（第１条関係） 

【第10条第１項第１号】医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職に採用さ

れた職員に対する初任給調整手当の月額を引き上げる。 

  ④ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正に伴う改正（第１条関係） 

【第２条第１項、第24条第３項、第25条】「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手

当」を「特定新型インフルエンザ等対策派遣手当」に改める。 

 (3) 施行日／公布の日（第１条及び第２条（第１条中第２条、第24条及び第25条の改正

規定を除く。）による改正後の規定は、令和５年４月１日から適用す

る。） 

第３条の規定は、令和６年４月１日 

 

議案第84号  可児市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子

育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

(1) 改正趣旨 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準の改正等に伴い、改正するもの。 

(2) 改正内容 

【第15条第１項第２号】就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の条項にずれが生じたことに伴い、引用条項を改める。 
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【第35条第３項、第36条第３項】読み替え規定を整理する。 

(3) 施行日／公布の日 

 

議案第85号  可児市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

 

(1) 改正趣旨 

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律が改正さ

れ、コンビニ等に設置されたキオスク端末（端末機）での印鑑登録証明書の発行につ

いて、マイナンバーカードを用いた発行に加え、マイナンバーカードと同等の電子証

明書が記録されたスマートフォン等（移動端末設備）を用いた発行が可能となること

等により、改正するもの。 

(2) 改正内容 

【第５条第１項第１号】住民基本台帳法施行令の条項にずれが生じたことに伴い、引

用条項を改める。 

【第10条の２】端末機による印鑑登録証明書の申請について、電子証明書が記録され

た移動端末設備を用いた方法を追加する。 

(3) 施行日／公布の日 

第10条の２の改正規定は、規則で定める日 

 

議案第86号  可児市市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

(1) 改正趣旨及び概要 

市営住宅の入居要件及び共益費の徴収について、昨今の社会情勢等を鑑み、改正す

るもの。 

  【市営住宅の入居要件】 

   若者単身世帯を含む住宅に困窮する低所得者等に対し、適切な住宅供給ができるよ

う、市営住宅の入居要件を緩和する。 

    関係条項／第５条第１項第１号、第２号、旧第５条第２項、第３項、第５条の

２、第９条第１項第１号 

  【共益費の徴収】 

   現在は、市営住宅の入居者が自ら団体を運営し、当該市営住宅の清掃活動、共同施

設の光熱水費の徴収等を行っているが、近年自主運営が難しくなっていることから、

市が共益費を徴収することとし、入居者に対し、公平な費用負担を求めるもの。 

    関係条項／第17条、第17条の２ 

 (2) 改正内容 

【第５条第１項第１号】市内に住所若しくは勤務場所を有しない又は市税を滞納して

いる者について、市営住宅における住宅困窮者に対する福祉的観点から特別の事情

があると認める場合は入居できるよう改める。 

【第５条第１項第２号】同居親族がいることを原則とする入居要件を緩和し、単身者

においても入居できるよう改める。 
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【旧第５条第３項、第５条の２】同居親族がいることを原則とする入居要件を緩和す

ることに伴い、単身者の入居できる市営住宅の規格を改める。 

【旧第５条第２項、第７条第４項】入居者選考委員会について、入居者選考における

判定事務がなくなるため、名称を「住宅困窮度判定基準検討委員会」に改める。 

【第９条第１項第１号】市営住宅の連帯保証人について、原則市内に居住する者とす

る要件について規定を削る。 

【第９条の２第２項、第９条の３第２項】暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律に基づき、入居要件等の規定において暴力団員を排除する旨を明記する。 

【第17条】入居者の費用負担義務について、共益費を徴収するため、入居者の負担と

する費用について規定を整備する。 

【第17条の２】入居者の共通の利益を図るために必要な費用について、当該費用のう

ち共益費として規則で定める額を入居者から徴収する旨規定する。 

【第30条第１項第２号】共益費を徴収することに伴い、明渡しを請求できる要件につ

いて、滞納している家賃及び共益費の合計額が家賃３箇月分の額以上となったとき

に改める。 

(3) 施行日／令和６年４月１日 

 

議案第87号  可児市自家用工業用水道事業の供給等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

(1) 改正趣旨 

   自家用工業用水道における給水先の商号が変更されたことに伴い、改正するもの。 

 (2) 改正内容 

【第２条】「ＫＹＢ株式会社」を「カヤバ株式会社」に改める。 

(3) 施行日／公布の日 

 

議案第88号  請負契約の変更について 

 

 令和４年５月27日議決による可児御嵩インターチェンジ工業団地（第一工区）造成その

１工事の請負契約（令和４年議案第47号）の契約金額を変更するもの。【可児市議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条】 

 （変更前）436,700,000円→（変更後）459,497,500円 

 

議案第89号  請負契約の変更について 

 

 令和４年５月27日議決による可児御嵩インターチェンジ工業団地（第一工区）造成その

２工事の請負契約（令和４年議案第48号）の契約金額を変更するもの。【可児市議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条】 

 （変更前）381,260,000円→（変更後）391,391,000円 
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議案第90号  請負契約の変更について 

 

 令和４年５月27日議決による可児御嵩インターチェンジ工業団地（第一工区）造成その

３工事の請負契約（令和４年議案第49号）の契約金額を変更するもの。【可児市議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条】 

 （変更前）526,900,000円→（変更後）575,867,600円 

 

〇提出議案数／予算２ 条例９ 契約３ 合計14 
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1
 
総

括
表

備
  
 考

35
,2

01
,0

00
千

円
58
0,
00
0
千

円
35
,7
81
,0
00

千
円

第
７

号

65
,4

39
,7

00
千

円
58
0,
00
0
千

円
66
,0
19
,7
00

千
円

2
 
一

般
会

計
の

主
な

内
容

【
歳

入
】

(
1
)
寄

附
金

5
8
0
,
0
0
0
千

円

①
一
般
寄
附
金

【
歳

出
】

　
　

　

(
1
)

基
金

積
立

事
業

2
9
0
,
0
0
0

千
円

・
財
政
調
整
基
金
へ
の
基
金
積
立
金
（
元
金
）
を
増
額
す
る
も
の

(
2
)

ふ
る

さ
と

応
援

寄
附

金
経

費
2
9
0
,
0
0
0

千
円

・
寄
附
金
の
増
に
伴
い
返
礼
品
費
等
を
増
額
す
る
も
の

☆
参

考
1

財
政

調
整

基
金

の
状

況

8,
27

7,
13

9
千

円

0
千

円

1,
41

1,
34

6
千

円

9
,
6
8
8
,
4
8
5

千
円

1,
41
1,
34
6

千
円

令
和
５
年
度
末
 現

在
高
見
込
み

前
年

度
末

と
の

差
額

令
和
４
年
度
末
 現

在
高

令
和
５
年
度
 　

取
崩
額

当
初
予
算

 
9
8
0
,
0
0
0
千
円
、

6月
補
正
①

 
4
,
0
0
0千

円
、

6
月
補
正
②
 
7
0
,
8
5
6
千
円
、

6
月

補
正
③
 
2
0
,
0
0
0
千
円

、
9
月
補
正
 
△
1
,
0
7
4
,
8
5
6
千
円

令
和
５
年
度
 　

積
立
額

利
子
 
2
5
,
0
0
0
千
円
、

9
月
補
正
　
元
金
1
,
0
9
6
,
3
4
6
千
円
、

1
2
月
補
正
①
　
元
金
2
9
0
,
0
0
0

千
円

区
　
　
　
　
　
分

金
　
　
額

備
　
　
考

総
 
  

 
 
  

 
 
計

会
 
 
  

 
 
  

計
  

 
 
  

 
名

補
正

前
予

算
額

補
正

額
補

正
後

予
算

額

　
一
 般

 会
 
計

 
 令
和

５
年
度

12
月
補

正
予
算

の
概
要

〔
第

５
回
市
議

会
定
例

会
（

11
/2
9
）
提
出

〕

記
者
発
表
資
料
（
11
/2
7）

9



1
 
総

括
表

備
 
 
 
考

35
,7
81
,0
00

千
円

4
1
4
,
0
0
0

千
円

3
6
,
1
9
5
,
0
0
0

千
円

第
８
号

66
,0
19
,7
00

千
円

4
1
4
,
0
0
0

千
円

6
6
,
4
3
3
,
7
0
0

千
円

2
 
一

般
会

計
の

主
な

内
容

【
歳

入
】

(
1
)
地

方
特

例
交

付
金

1
1
,
7
0
0
千

円

①
地
方
特
例
交
付
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
地
方
税
減
収
補
填
特
別
交
付
金
）

(
2
)
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

△
 
1
,
0
0
0
千

円

①
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

(
3
)
国

庫
支

出
金

1
8
4
,
6
5
0
千

円

①
障
が
い
者
自
立
支
援
給
付
費
負
担
金

②
障
が
い
児
通
所
給
付
費
等
負
担
金

③
生
活
保
護
費
負
担
金

④
子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
費
負
担
金

⑤
社
会
保
障
・
税
番
号
シ
ス
テ
ム
整
備
費
補
助
金

⑥
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金

(3
1,
60
0千

円
)

(9
,3
00
千
円
)

(4
,0
00
千
円
)

(6
6,
50
0千

円
)

(2
0,
00
0千

円
)

(5
3,
25
0千

円
)

会
  
  
  
  
計

  
  

  
 名

補
正
前
予
算
額

補
正
額

補
正
後
予
算
額

　
一

 般
 会

 計
  

総
  
  
  
  
 計

令
和

５
年
度

12
月
補

正
予
算

の
概
要

〔
第

５
回
市
議

会
定
例

会
（

11
/2

9
）
提
出

〕

記
者
発
表
資
料
（
11
/2
7）

10



-
 2

 -

(
4
)
県

支
出

金
6
8
,
6
5
0
千

円

①
障
が
い
者
自
立
支
援
給
付
費
負
担
金

②
障
が
い
児
通
所
給
付
費
等
負
担
金

③
子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
費
負
担
金

④
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
費
補
助
金

⑤
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

(
5
)
市

債
1
5
0
,
0
0
0
千

円

①
防
災
行
政
無
線
整
備
事
業
債

【
歳

出
】

　
　

　

(
1
)

人
件

費
△

 
7
7
,
0
0
0
千

円

・
国
家
公
務
員
の
給
与
改
定
に
準
じ
、
若
年
層
の
給
料
水
準
、
職
員
の
期
末
・
勤
勉
手
当
支
給
月
数
の
改
定
に
伴
う
補
正
及
び
定
期
異
動
等
に
伴
う
補
正

(
2
)

基
金

積
立

事
業

△
 
9
7
,
8
0
0
千

円

・
財
政
調
整
基
金
へ
の
基
金
積
立
金
（
元
金
）
を
補
正
す
る
も
の

(
3
)

戸
籍

住
民

登
録

事
業

8
,
0
0
0
千

円

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
氏
名
の
ロ
ー
マ
字
表
記
等
を
行
う
た
め
、
住
民
基
本
台
帳
シ
ス
テ
ム
改
修
業
務
委
託
料
を
追
加
す
る
も
の

(
4
)

自
立

支
援

等
給

付
事

業
1
7
3
,
0
0
0
千

円

・
当
初
見
込
み
よ
り
増
加
す
る
た
め
、
就
労
継
続
支
援
給
付
費
、
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
給
付
費
等
を
増
額
す
る
も
の
　

(
5
)

地
域

生
活

支
援

事
業

2
0
,
0
0
0
千

円

・
当
初
見
込
み
よ
り
増
加
す
る
た
め
、
日
中
一
時
支
援
給
付
費
等
を
増
額
す
る
も
の

(
6
)

福
祉

セ
ン

タ
ー

運
営

経
費

1
,
7
0
0
千

円

・
施
設
の
指
定
管
理
に
お
け
る
、
原
油
価
格
高
騰
等
に
よ
る
電
気
料
金
の
増
加
分
に
つ
い
て
、
所
要
の
負
担
を
す
る
も
の

(
7
)

老
人

福
祉

セ
ン

タ
ー

運
営

経
費

5
0
0
千

円

・
施
設
の
指
定
管
理
に
お
け
る
、
原
油
価
格
高
騰
等
に
よ
る
電
気
料
金
の
増
加
分
に
つ
い
て
、
所
要
の
負
担
を
す
る
も
の

(1
50
,0
00
千
円
)

(1
0,
00
0千

円
)

(1
5,
80
0千

円
)

(4
,0
00
千
円
)

(5
,6
00
千
円
)

(3
3,
25
0千

円
)

11
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(
8
)

私
立

保
育

園
等

保
育

促
進

事
業

8
1
,
7
0
0
千

円

・
当
初
見
込
み
よ
り
増
加
す
る
た
め
、
保
育
園
等
運
営
費
負
担
金
等
を
増
額
す
る
も
の
及
び
小
規
模
保
育
施
設
開
園
に
伴
う
地
域
型
保
育
給
付
費
等
を
増
額
す
る
も
の

(
9
)

生
活

保
護

扶
助

事
業

7
1
,
0
0
0
千

円

・
当
初
見
込
み
よ
り
増
加
す
る
た
め
、
生
活
扶
助
費
、
住
宅
扶
助
費
、
医
療
扶
助
費
を
増
額
す
る
も
の

(
1
0
)
市

単
土

地
改

良
事

業
3
,
0
0
0
千

円

・
排
水
路
改
修
工
事
に
お
い
て
、
資
材
費
の
高
騰
及
び
隣
接
す
る
鉄
道
事
業
者
と
の
協
議
に
よ
り
必
要
と
な
っ
た
工
事
費
を
増
額
す
る
も
の

(
1
1
)
防

災
行

政
無

線
整

備
事

業
1
5
0
,
0
0
0
千

円

・
落
雷
に
よ
り
故
障
し
た
雨
量
計
、
水
位
計
等
を
更
新
す
る
た
め
の
工
事
費
を
追
加
す
る
も
の

(
1
2
)
小

学
校

施
設

改
修

経
費

1
0
,
0
0
0
千

円

・
学
級
数
の
増
加
見
込
み
に
よ
り
、
少
人
数
教
室
を
設
置
す
る
た
め
の
工
事
費
を
増
額
す
る
も
の

(
1
3
)
中

学
校

施
設

改
修

経
費

2
7
,
5
0
0
千

円

・
落
雷
に
よ
り
破
損
し
た
設
備
の
補
修
に
係
る
工
事
費
を
増
額
す
る
も
の

(
1
4
)
文

化
芸

術
振

興
事

業
1
1
,
8
0
0
千

円

・
施
設
の
指
定
管
理
に
お
け
る
、
原
油
価
格
高
騰
等
に
よ
る
電
気
料
金
の
増
加
分
に
つ
い
て
、
所
要
の
負
担
を
す
る
も
の

(
1
5
)
体

育
施

設
管

理
経

費
8
,
6
0
0
千

円

・
施
設
の
指
定
管
理
に
お
け
る
、
原
油
価
格
高
騰
等
に
よ
る
電
気
料
金
の
増
加
分
に
つ
い
て
、
所
要
の
負
担
を
す
る
も
の

(
1
6
)
給

食
セ

ン
タ

ー
運

営
経

費
2
2
,
0
0
0
千

円

・
食
料
品
価
格
等
の
高
騰
に
よ
り
、
給
食
材
料
費
を
増
額
す
る
も
の

【
繰

越
明

許
費

】

・
4
5
5
,
0
0
0
千

円

・
1
5
0
,
0
0
0
千

円

【
債

務
負

担
行

為
】

・
2
1
3
,
0
0
0
千

円

防
災
行
政
無
線
整
備
事
業

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
改
修
事
業

運
動
公
園
整
備
事
業

12



-
 4

 -

☆
参

考
1

財
政

調
整

基
金

の
状

況

8,
27
7,
13
9

千
円

0
千
円

1,
31
3,
54
6

千
円

9
,
5
9
0
,
6
8
5

千
円

1
,
3
1
3
,
5
4
6

千
円

令
和
５
年
度
 　

取
崩
額

当
初

予
算

 
9
8
0
,
0
0
0
千

円
、

6
月

補
正

①
 
4
,
0
0
0
千

円
、

6
月

補
正

②
 
7
0
,
8
5
6
千

円
、

6
月

補
正

③
 
2
0
,
0
0
0
千

円
、

9
月

補
正

 
△

1
,
0
7
4
,
8
5
6
千

円

令
和
５
年
度
 　

積
立
額

利
子

 
2
5
,
0
0
0
千

円
、

9
月

補
正

　
元

金
1
,
0
9
6
,
3
4
6
千

円
、

1
2
月

補
正

①
　

元
金

2
9
0
,
0
0
0
千

円
、

1
2
月

補
正

②
　

△
9
7
,
8
0
0
千

円

令
和
５
年
度
末
 現

在
高
見
込
み

前
年

度
末
と
の
差
額

区
　
　
　
　
　
分

金
　
　
額

備
　
　
考

令
和
４
年
度
末
 現

在
高
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